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研究要旨 
 
本研究は，適切な放射線療法の提供体制構築に向けて，令和3年度同研究班の研究成果に
加え，以下の三点について実施し，IMRT施設要件見直しを含めた集約化と連携の具体的な
方法の提案を目的としている． 
① 高エネルギーX線を用いた放射線治療に必要な人員配置について，特殊な放射線治療

（全身照射等）及び関連職種の業務量の把握と評価． 
② タスクシフトシェアにて物理技術専門職（医学物理士および診療放射線技師等）が治

療計画を補助するために必要な業務環境の把握および検討． 
③ 放射線治療実施施設の人材配置状況の追加調査． 
研究分担者 霜村康平の他に全国から本研究の目的に賛同いただいた物理技術専門職者8
名（以下、班員）に参画いただき、本研究を進めた。項目①の実施に必要なアンケート
作成と②，③のためにがん診療連携拠点病院における現況報告書等を調査・集計した． 

 
 
A. 研究目的 
本研究は，適切な放射線療法の提供体制構築に向け
て，令和3年度同研究班の研究成果に加え，IMRT施設
要件見直しを含めた集約化と連携の具体的な方法の
提案を目的としている． 
 
 
B. 研究方法 
本研究は，研究分担者 霜村康平の他に全国から本
研究の目的に賛同いただいた物理技術専門職者8名
（以下、班員）に参画いただき、本研究を進めた。 
本研究では，下記の3項目を本年は実施した． 
① 高エネルギーX線を用いた放射線治療に必要な人

員配置について，特殊な放射線治療（全身照射等）
及び関連職種の業務量を把握するため放射線治
療実施施設へのアンケート調査内容の作成． 

② タスクシフトシェアにて物理技術専門職（医学物
理士および診療放射線技師等）が治療計画を補助
するために必要な業務環境を把握するために，放
射線治療施設に導入されている放射線治療計画
装置台数調査の実施． 

③ 放射線治療実施施設の人材配置状況を把握する
ため，放射線治療実施施設の放射線治療実施状況
を収集した． 

 
（倫理面への配慮） 
2022年に実施した全国の物理技術職を対象としたア
ンケート調査（国立がん研究センター研究倫理審査
委員会の審査済み，承認番号2021-476）． 
 
C. 研究結果 
①について，調査対象と調査項目を決定した．調査
対象は，令和3年度同研究にて実施したアンケート調
査対象の放射線治療実施施設に決定した．調査項目
は，令和3年度同研究にて得た研究内容に加えて特殊

な放射線治療（全身照射等）及び関連職種の業務量を
把握する内容とし，良質な放射線治療提供体制の構築
と適切な人員配置について提言するに必要な情報の収
集が可能である．次年度は，2024年7月中にアンケー
トを実施する予定である． 
②③について，放射線治療実施施設における治療装
置台数，放射線治療計画装置台数，各種放射線療法の
実施状況，物理技術専門職者（医学物理士，放射線治
療品質管理士，放射線治療専門放射線技師）の在籍状
況等と経時的変化について，がん診療連携拠点病院
等の現況報告書等から収集した．次年度は，収集した
情報の解析を進め，本邦の放射線治療実施状況を把
握し，IMRTの要件見直しを含めた集約化と連携の具
体的な方法についての提案を検討する． 
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